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臨床工学士に求められる政治参画
～医師会の視点から～



本日のお話の次第

• １．我が国の医療費の「財源」について
• ２．我が国の医療費の「使用先」について
• ３．我が国の病院経営の厳しい現状について
• ４．医療に「政治」は必要なのか
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国民医療費の財源構成（2022年度）

共助
（保険料）

23兆3,506億円
（50.0％）

事業主保険料
10兆1,316億円

（21.7％）

被保険者保険料
13兆2,189億円

（28.3％）

公助
（税金）

17兆6,837億円
（37.9％）

地方
5兆8,925億円

（12.6％）

*厚生労働省「令和4（2022）年度 国民医療費の概況」 表３ 財源別国民医療費（令和6年10月11日）を元に作成 https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin//hw/k-iryohi/22/dl/data.pdf

「税金による公助」、「保険料による共助」、「患者さんの自己負担による自助」、この3つの
バランスを考えながら進め、自己負担のみを上げないことが重要である。
あわせて、低所得者にしっかりと配慮することも不可欠である。

自助
（患者負担）

5兆4,395億円
（11.6％）

国庫
11兆7,912億円

（25.3％）

その他 2,230億円
（0.5％）

日本の患者一部負
担割合は、公的医療
保険がある先進諸国
と比べてかなり高く
なっている

被用者保険の
保険料率には
大きな格差がある

高齢化率が極めて高い
にもかかわらず、公費
の投入額が低い

2022年度国民医療費

46兆6,967億円
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国民医療費 財源別構成割合の推移

国庫 地方 保険料 患者負担等 ※ 2023年度・2024年度は予算ベースの概算値

年度

実 績

予 算

国民医療費 財源別構成割合の推移

出典：2022年度までは国民医療費（厚生労働省）、2023年度・2024年度は財政制度等審議会資料（財務省）より作成

我が国の医療費についてー主として財源面についてー
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保険制度別の財政の概要（令和3年度）

出典：第179回社会保障審議会医療保険部会 資料（2024年6月21日）
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保険者種別ごとの平均保険料率の推移
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保険者種別ごとの平均保険料率の推移
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出典：医療経済実態調査（保険者調査）より作成
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協会けんぽ及び組合健保の財政状況
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協会けんぽ及び組合健保の単年度総収支差と期末積立金等残高の推移

協会けんぽ 期末積立金等残高 組合健保 期末積立金等残高
協会けんぽ 単年度総収支差 組合健保 単年度総収支差

積立金（億円） 収支差（億円）

協会けんぽ期末積立金等残高 組合健保期末積立金等残高
協会けんぽ単年度総収支差 組合健保単年度総収支差

出典：医療経済実態調査（保険者調査）より作成。健保組合の総収支差にはその他（新設・解散した健保組合に係る積立金の増減等）を含む。
平成26年度、平成28年度、平成30年度、令和2年度、令和4年度は調査時点の決算見込みによる速報値。
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自己負担割合の国際比較

出典：厚生労働省「医療保障制度に関する国際関係資料について」
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＜参考＞ 国民負担率の国際比較

（注１）OECD加盟国38カ国中36カ国。オーストラリア、エストニア、ドイツについては推計による暫定値。それ以外の国は実績値。コロンビア
及びアイスランドについては、国民所得の計数が取得できないため掲載していない。

（注２）括弧内の数字は、対GDP比の国民負担率。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：OECD “National Accounts”、 “Revenue Statistics”
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年齢別の医療費と負担額の違い（2021年度）

出典：第179回社会保障審議会医療保険部会 資料（2024年6月21日）

（注）1．1人当たりの医療費と自己負担は、それぞれ加入者の年齢階級別医療費及び自己負担をその年齢階級の加入者数で割ったものである。
2．自己負担は、医療保険制度における自己負担である。
3．1人当たり保険料は、被保険者（市町村国保は世帯主）の年齢階級別の保険料（事業主負担分を含む）を、その年齢階級別の加入者数で割ったものである。

また、年齢階級別の保険料は健康保険被保険者実態調査、国民健康保険実態調査、後期高齢者医療制度被保険者実態調査等を基に推計した。
4．端数処理の関係で、数字が合わないことかある。
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＜参考＞高額療養費制度の概要

出典：第154回社会保障審議会医療保険部会（2022年9月28日） 資料
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高額療養費制度による患者負担への影響

出典： 国民医療費（厚生労働省）および医療保険に関する基礎資料（厚生労働省）より作成。

患者負担
5兆2,094億円
（11.6％）

公費および保険料
39兆5,982億円

（87.9％）

患者負担
8兆555億円
（17.9％）

公費および保険料
36兆7,521億円

（81.6％）

2021年度国民医療費（全体） 45兆359億円

現状
（高額療養費制度あり）

高額療養費制度
がなかったら

高額療養費 支給総額

2兆8,461億円
（6.3％）

※ その他は原因者負担（公害健康被害の補償等に関する法律、健康被害救済制度による救済給付及び自動車損害賠償責任保険による支払い分）である。

その他※
2,284億円
（0.5％）



13



14



15

２．我が国の医療費の「使用先」について
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診療種類別国民医療費の構成割合（2022年度）

病院
51.4%診療所

21.1%
医科

72.4%

歯科
6.9%

薬局調剤
17.1%

入院時食事・
生活医療費

1.6%

訪問看護
1.0%

療養費等
1.0%

診療種類別国民医療費の構成割合（2022年度）

2022年度国民医療費

46兆6,967億円

*厚生労働省「令和4（2022）年度 国民医療費」 （令和6年10月11日）を元に作成

＜内部用メモ＞
病院・診療所に分かれている円を入院・入院外での
切り分けに変更することもできます。
また、細かくはなりますが、病院・診療所をさらに
入院・入院外に切り分けることもできます。

金額（兆円） 構成割合
医科 33.8 72.4%

病院 24.0 51.4%
診療所 9.8 21.1%

歯科 3.2 6.9%
薬局調剤 8.0 17.1%

 入院時食事・生活医療費 0.7 1.6%
訪問看護 0.5 1.0%
療養費等 0.5 1.0%
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診療種類別国民医療費の年次推移（2008年度～）

*厚生労働省「令和4（2022）年度 国民医療費」 （令和6年10月11日）を元に作成
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診療種類別国民医療費の構成比の推移（1995年度～）
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訪問看護 療養費等

入院時食事・生活医療費
老人保健施設療養費

(年度）

*厚生労働省「令和4（2022）年度 国民医療費」 （令和6年10月11日）を元に作成
2000年4月から介護保険制度が開始されたことに伴い、従来国民医療費の対象となっていた費用のうち介護保険の費用に移行したものがあるが、
これらは2000年度以降、国民医療費に含まれていない。
療養費等は、2008年度から項目を設けたもので、従来は医科医療費に含まれる。
入院時食事・生活医療費は2005年度まで「入院時食事医療費」（入院時食事療養費及び標準負担額の合計額）、2006年度から入院時食事療養費、
食事療養標準負担額、入院時生活療養費及び生活療養標準負担額の合計額。
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年齢階級別国民医療費の構成割合（2022年度）

*厚生労働省「令和4（2022）年度 国民医療費」 （令和6年10月11日）を元に作成

～14歳
5.6%

15～44歳
12.3%

45～64歳
21.9%

65～74歳
21.2%

75歳～
39.0%

年齢階級別 国民医療費の構成比（2022年度）

金額（兆円） 構成割合
～14歳 2.6 5.6%
15～44歳 5.7 12.3%
45～64歳 10.2 21.9%
65～74歳 9.9 21.2%
75歳～ 18.2 39.0%

2022年度国民医療費

46兆6,967億円
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３．我が国の病院経営の厳しい現状について
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（図３）医業損益の年度比較（2022 年度/2023 年度） 
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（表２）全病院の医業損益・100 床あたりの平均 

※1 「 補助金（ 運営・ 施設・ その他） 」 ： 医業外収益に含まれる運営費補助金、 施設設備補助金、 その他補助金の合計
※2 「 補助金を除く 医業外収益」 ： 医業外収益より、 ※1の補助金合計額を除いた額
※3 「 損益差額」 ： 経常利益より補助金額の合計を除いた差益額

全病院（ n=967） 2023年度　黒字病院（ n=451） 2023年度　赤字病院（ n=516）

平均病床数： 304 平均病床数： 291 平均病床数： 316

2022年度 2023年度 差引増減 前年比 2022年度 2023年度 差引増減 前年比 2022年度 2023年度 差引増減 前年比

①医業収益 2,713,551 2,789,279 75,728 2.8% 2,802,379 2,892,937 90,557 3.2% 2,641,905 2,705,672 63,767 2.4%
②医業費用 2,919,181 2,991,234 72,053 2.5% 2,868,881 2,931,649 62,769 2.2% 2,959,751 3,039,292 79,542 2.7%
③医業利益（①-②） -205,630 -201,955 3,675 -66,501 -38,713 27,789 -317,845 -333,620 -15,775
④医業外収益 394,278 216,996 -177,281 -45.0% 313,830 181,207 -132,623 -42.3% 459,163 245,863 -213,301 -46.5%
⑤医業外費用 55,203 52,267 -2,936 -5.3% 38,176 35,411 -2,765 -7.2% 68,935 65,862 -3,073 -4.5%
⑥経常利益（ （①+④） -（②+⑤） ） 133,445 -37,226 -170,671 209,153 107,084 -102,069 72,383 -153,620 -226,003

-77,006 -84,262 -7,256 37,612 57,371 19,759 -169,452 -198,498 -29,046

医業利益率（③÷①） -7.6% -7.2% -2.4% -1.3% -12.0% -12.3%
経常利益率（⑥÷①） 4.9% -1.3% 7.5% 3.7% 2.7% -5.7%

※1_ 補助金（ 運営・施設・その他） 286,024 129,315 -156,709 -54.8% 230,717 112,207 -118,511 -51.4% 330,632 143,113 -187,519 -56.7%
※2_ 補助金を除く医業外収益 （④－※1） 108,254 87,682 -20,572 -19.0% 83,113 69,000 -14,113 -17.0% 128,531 102,749 -25,782 -20.1%
※3_ 損益差額 （③＋※2－⑤） -152,579 -166,541 -13,962 -21,565 -5,123 16,441 -258,249 -296,733 -38,484

⑦コロナ関連 緊急包括支援事業 補助金 208,445 44,478 169,725 47,387 239,676 42,132
⑧水道光熱費 補助金 2,006 2,558 1,816 2,325 2,159 2,746
⑨人材紹介会社へ支払う紹介手数料・委託料 2,318 3,732 2,072 3,228 2,517 4,138

科目

（ 単位： 千円）

コロナ関連,水道光熱費の補助金を除く

経常利益（⑥－(⑦+⑧)）
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ご静聴あり がと う ございまし た
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４．医療に「政治」は必要なのか
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補正予算における医療分野の物価高騰・賃上げへの対応

2024年10月12日に石破総理と医師偏在問題や医療機関の経営状況などについて意見交換を
行ったほか、加藤財務大臣、福岡厚労大臣などと会談し、物価高騰・賃上げへの対応を要望した。
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13

１．補正予算案 （賃上げ等）

経済対策において、すべての医療機関で少なくとも ２％以上の賃上げ
を実現できるよう、支援を要望する。

日本医師会からの要望

令和６年度補正予算案における対応

ベースアップ評価料のさらなる算定を！

生産性向上に資する設備導入等の取組を進める医療機関等（ベースアップ
評価料算定機関に限る。）に対して経費相当分の給付金を支給し、生産性向
上・職場環境整備等を図る。

（交付額）病院・有床診：４万円／病床数、

診療所（医科・歯科）・訪問看護ステーション：18万円／施設

828億円

日本医師会定例記者会見
資料（ 2024年12月11日）
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４．補正予算案 （医療機関支援②）

急激な状況変化により経営が悪化した病院において、患者数減少などの変
化に応じるための経営改善を図ることができるよう、支援を要望する。

日本医師会からの要望

患者減少等により経営状況の急変に直面している医療機関への支援

（概要） 医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療
機関を対象とした経費相当分の給付金を支給する。

（交付額）病院（一般・療養・精神）・有床診：4,104千円／床

令和６年度補正予算案における対応 428億円の内数

※地域医療介護総合確保基金では１床あたり1,140千円～2,280千円

日本医師会定例記者会見
資料（ 2024年12月11日）
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私たち医療者は、患者さんと平穏な気持ちで向き合い、治療に全力を尽くす
ことが必要です。

ただし、そのためには医療機関の安定した経営と勤務者の良好な勤務環境が
必要です。

それを勝ち取るために、医療者の政治活動はぜひ必要なのです。

ご理解とご協力を宜しくお願いいたします。


